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平成３１年度長野県土地開発公社事業報告並びに財務諸表

　平成３１年度長野県土地開発公社事業報告並びに財務諸表は以下のとおりです。



　　　　平成31年度における事業の実績は、次のとおりです。

 　 　理事会において、次のとおり議決されました。

　　　ア　公有地取得事業

１　概　　況

　(２) 理事会議決事項

　　　　　用地の先行取得は、７か所、面積0.86ha、金額4億7,656万余円です。

　　　イ　受託等事業

号 　平成30年度長野県土地開発公社事業報告並びに財務諸表

議 決 年 月 日

　(１) 総括事業
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議 決 番 号 件　　　　　　　　　　　　　　　　　名

令和元年５月27日 第

Ⅰ　平成３１年度　事業報告書

 　　 　平成31年度は、県が実施する諸施策に伴う事業を推進するため、理事会の決定に基づき事業を実施してきました。

 　　　 今期は、前年度に引き続き道路等の整備事業の実施にあたり、各関係機関と連携を密にし、鋭意取り組んだ結果、ここに報告のとお

　　　り成果を収めることができました。

　　　　　県からの用地取得事務委託等を飯田及び松本建設事務所において、金額990万円で実施しました。

　　　ウ　用地の売却は、代行用地を31か所、面積2.01ha、金額8億2,456万余円で長野県に売却しました。

号 　令和２年度長野県土地開発公社事業計画及び予算　　書面表決

令和２年３月18日

〃

第

１

１ 号 　平成31年度長野県土地開発公社事業計画の変更及び補正予算　　書面表決

２第



 

31合　　　計

２　事　　業

2

5

国 債 事 業

県 債 事 業

面　　　　積 金　　　　額

（単位：㎡・円）

代行用地
(主)飯島飯田線ほか  ４ 路線286,674,918

（単位：円）

か　所　数

5,185.10

3,446.57

区　　　　分

現 年 度 委 託

　(３) 公有地取得事業収益（公有地売却）

476,560,469

説　　　　　明

　(１) 公有地取得事業

8,631.67

あ っ せ ん 事 業 9,900,000

　(２) 受託等事業

説　　　　　明

189,885,551 (国)18号及び(国)20号

区　　　　分 か　所　数

19,318.65 787,568,411

792.29

飯田・松本建設事務所

37,000,000

面　　　　積

7

区　　　　分 件　　　数 金　　　　額

30 (国)254号ほか　29路線

（単位：㎡・円）

代行用地
国 債 事 業

20,110.94

合　　　　計

824,568,411

金　　　　額
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(国)18号1

4

説　　　　　　　明

県 債 事 業



(１)

(２)

(３)

(４)

(１)

(２)

(３)

１　流　動　資　産

事 業 未 収 金

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

現 金 及 び 預 金

ア

イ 基 本 財 産 有 価 証 券

706,540

無 形 固 定 資 産

そ の 他

Ⅱ　平成3１年度　財 務 諸 表

0

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

無形固定資産合計

投 資 有 価 証 券

ア

19,000,000

0

650,681,905

工 具 器 具 及 び 備 品
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19,032,002

2

2

32,000

（令和２年３月３１日現在）

ア

イ

その他未収収益

流 動 資 産 合 計

12,028

0

32,000

２　固　定　資　産

（資　　産　　の　　部）

電 話 加 入 権

有 形 固 定 資 産

2,099,734,518

706,538

1,449,040,585

貸　借　対　照　表

（単位：円）

代 行 用 地

2,118,766,520資 産 合 計

19,000,000



(１)

(２)

(３)

(１)

(２) 当 期 純 利 益

１　流　動　負　債

未 払 費 用

流 動 負 債 合 計

668,179,348

19,000,000

687,179,348

準 備 金 合 計

651,910,066

負 債 資 本 合 計

16,269,282

資 本 合 計

69,991

２　準　備　金
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事 業 未 払 金

1,280,879,644

（負　　債　　の　　部）

2,118,766,520

短 期 借 入 金

基 本 財 産

前期繰越準備金

負 債 合 計

150,637,537

19,000,000

1,431,587,172

１　資　本　金

1,431,587,172

資 本 金 合 計

（資　　本　　の　　部）



　

　

（注）販売費及び一般管理費の内訳は、収支決算書に記載

経 常 利 益

12,316,608

16,094,180

受 取 利 息 47,042

16,269,282

４

３

１
(１)
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公 有 地 取 得 事 業 収 益
事 業 収 益

9,279,685

834,468,411

28,410,788

796,777,938

有 価 証 券 利 息

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（単位：円）

２

128,060(２)
175,102

当 期 純 利 益

(１)

公 有 地 取 得 事 業 原 価

受 託 等 事 業 収 益(２)
824,568,411

(２)

16,269,282

事 業 利 益

事 業 外 収 益

販売費及び一般管理費 12,316,608

事 業 総 利 益

806,057,623受 託 等 事 業 原 価

(３) 雑 収 益 0

(１)
事 業 原 価

9,900,000

損　益　計　算　書



財務諸表の作成 当公社の財務諸表は土地開発公社経理基準要綱（総務省自治行政局地域振興課長通知、平成17年１月21日改正）に基づいております。

たな卸資産の評価基準及び評価方法

　代行用地 個別法による原価法によっております。

固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産 定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価格については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっております。

消費税等の会計処理 税込み方式によっております。

引当預金の注記 基本財産有価証券（19,000,000円)は基本財産引当預金です。

担保等に関する注記 借入の担保に供されている資産はありません。

(２)

(３)

(４)

(５)

(６)
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(１)

重 要 な 会 計 方 針



現金及び預金 八十二銀行県庁内支店

未収収益 利付国庫債券利息

共同発行公募地方債利息

19,000,000

（単位：円）

0

１

２

(２)

150,637,537

負 債 合 計

(３)

(２)

事業未払金（用地補償費及び借入利
子 ）

負 債 の 部

１

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

1,431,587,172

短期借入金（代行用地取得費用） 1,280,879,644

未 払 費 用 （ 複 写 機 使 用 料 ほ か ）

流 動 負 債 合 計

(２)

(３)

1,431,587,172

1,449,040,585

減 価 償 却 累 計 額 706,538

2,099,734,518

32,000

(１)

(１)

1,449,040,585

12,028

代行用地 (国 )254 号ほか 37か所(３)

財　　産　　目　　録

電 話 加 入 権

資 産 の 部

650,681,905

12,028

(１)

706,540

69,991

差 引 正 味 財 産 687,179,348

2

2

工具器具及び備品(金庫・サーバー）

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

32,000

2,118,766,520

基 本 財 産 有 価 証 券

19,000,000

共同発行公募地方債

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

19,032,002

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 負 債

投資その他の資産合計

流 動 資 産

(令和２年３月３１日現在）
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Ⅵ

15,985,692

128,060

受 託 等 事 業 支 出

そ の 他 の 業 務 支 出

Ⅴ

△ 9,327,055

受 託 等 事 業 収 入

人 件 費 支 出

キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ

△ 9,171,328

9,900,000

824,568,411

90,413,278

小　　計

有価証券利息の受取額

90,238,176

47,042預 金 利 息 の 受 取 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

0

投資活動によるキャッシュ・フロー

0

現金及び現金同等物期末残高

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

Ⅲ

Ⅳ

投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 784,586,282短期借入金の返済による支出

0

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

0

634,696,213

△ 74,427,586

現金及び現金同等物増加額

有形固定資産の取得による支出

△ 722,230,941

710,158,696

事業活動によるキャッシュ・フロー

雑 収 益 0

公 有 地 取 得 事 業 収 入

650,681,905

有形固定資産の売却による収入

0

現金及び現金同等物期首残高

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

事業活動によるキャッシュ・フロー

△ 3,500,911

公 有 地 取 得 事 業 支 出

（単位 ： 円）
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（様式第１号）

（様式第３号）

当　期　減　少　高

18,705.81 374,390,820

0

（県　債）
20,484.49

道 路 改 築

1,431,260,987

河川事業

代  行  用  地  明  細  表　　(平成31年４月１日～令和２年３月31日）

合　　計

8,820,61439,820.88

0

支払利息

期　　　　末　　　　残　　　　高

合　　計 20,110.94

1,531.39

面　　積

642,577,687

796,777,938

（県　債）
00

250,000,000

612.84

6,610,271

385,387,118

面　　積

0.00

134.59940,082,922

5,185.10

35,878.32

1,932.92

諸経費

普　通

Ⅲ　附　属　明　細　表

自由金利型定期預金　　　利率　0.01％
満　　期　　　令和２年７月31日

669,333,764

用地補償費

3,311.98 196,048,290

現 金 及 び 預 金 明 細 表 （令和２年３月31日現在）

200,000,000定　期
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金　　  額

200,681,905

科    目 摘　　　　　　                   要

（単位：円）

預　　金

自由金利型定期預金　　　利率　0.01％
満　　期　　　令和２年４月27日

4,387,524 1,014,834

（単位：㎡・円）

388,633147,978,194

計

摘　　要

　

定　期

650,681,905

0 0 0

201,450,648

金　　額

八十二銀行県庁内支店　　利率　0.001%

用地補償費

496,393,592

3,675,000

1,639,09390,626,628 2,033,090

526,738

192,674,184

648,994,615

1,604,137

0

5,890,190

1,449,040,585

721,408489,061,913

0

諸経費

道 路 改 築

（県　債）

面　　積

0.00

0

3,042,560

0.00

都市計画街路

（県　債）

0.00

合　　計

（国　債）

28,341.61

資 産 区 分

303,652,378792.29 37,000,000 6,325.73

16,175,461

355,991

種　　類

河川事業

金　　額

476,560,4698,631.67 488,423,643

計

2,400,000
（国　債）

（県　債）

道 路 改 築

1,757,394,880

299,621,387

資 産 区 分
当　　　　期　　　　増　　　　加　　　　高

都市計画街路

支払利息面　　積

2,009.64

189,885,551

期  首  残  高

（県　債）
94,298,811

道 路 改 築



（様式第11号）

（様式第12号）

（様式第13号）

摘　　　　　　　　　　要

共同発行公募地方債　134回 19,000,000

合　　　　計

19,000,000 19,000,000

券面総額

投　資　有　価　証　券 明 細 表 （令和２年３月31日現在）

貸借対照表
計　上　額

10年　満期　令和6年5月24日　利率　0.674％　

32,000

国債及び地方債

銘　　柄

19,000,000 19,000,000 19,000,000

（単位:円）

取得価格

0

Ｄ

0

合　　　計

Ｅ

00

電話加入権 32,000

32,000 0

当初在高Ｅ

Ｃ

706,540706,540

取得原価

合　　　計

Ａ Ｂ

0 0

Ｃ

0

無 形 固 定 資 産 明 細 表 （令和２年３月31日現在）

32,000

当年度増加額

2667,698

償却累計額 期末残高

0706,540

Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｅ
摘　　　　　　　　　　要

有 形 固 定 資 産 明 細 表 （令和２年３月31日現在）

減価償却

16回線

当年度増加額

（単位:円）

工具・器具
及び備品

2706,538

706,538

累計Ｈ

667,698 38,840

減価償却

当期減少額Ｇ Ｄ-Ｈ（Ｅ+Ｆ-Ｇ）

差引期末残高当年度減少額

当期償却額当年度減少額

金庫及びサー
バー

0

0

摘　　要

（単位：円）

減価償却

0

資産の種類
取得原価

706,540 0

年度末現在高

当期増加額Ｆ（Ａ+Ｂ-Ｃ）ＤＡ

資産の種類
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Ｂ

38,840 0



（様式第16号）

（様式第18号）

当 期 増 加 高 当 期 減 少 高利　率（％） 期 首 残 高借　入　先

～

出　　資　　額

㈱ 八 十 二 銀 行
県 庁 内 支 店

当座貸越契約

19,000,000

1,355,307,230

合　　計

備　　　考

784,586,282 1,280,879,644710,158,6960.210

投資有価証券

資 本 金 明 細 表 （令和２年３月31日現在）

1,355,307,230

長 野 県

1,280,879,644

出 資 団 体 名

合　　　計

784,586,282

基 本 財 産

区　　　分 摘　　　　　　　　要

（単位：円）

19,000,000

短 期 借 入 金 明 細 表（平成31年４月１日～令和２年３月31日）

710,158,696

（単位：円）

0.320

期 末 残 高
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（様式第20号）

（様式第21号）

事 業 収 益 明 細 表 （平成31年４月１日～令和２年３月31日）
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摘　　　　　　　　　　要

796,777,938

合　　　　計

公 有 地 取 得 事 業 原 価

科　　　　　　　　目 金　　　額

(国)254号ほか　30路線

事 業 原 価 明 細 表 （平成31年４月１日～令和２年３月31日）

（単位：円）

公 有 地 取 得 事 業 収 益

9,279,685
あっせん　等
事 業  原 価

代 行 用 地 売 却 原 価

あっせん  等
事 業　収 益

806,057,623

あ っ せ ん 等 事 業 原 価

摘　　　　　　　　　　要

受託事業原価

（単位：円）

金　　　額

合　　　　計

9,900,000受託事業収益

科　　　　　　　　目

834,468,411

824,568,411

あ っ せ ん 等 事 業 収 益

代 行 用 地 売 却 収 益

飯田・松本建設事務所



　　以上のとおりですので監査してください。
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令和 ２ 年 ５ 月 １８ 日

　　　　　理 事 長　　　 池　　田　　秀　　幸

　　　長 野 県 土 地 開 発 公 社



キャッシュ・フロー計算書の各事項について監査をしました。

　　その内容は、適正なることを認めます。

　　　監　　事　　　                  　　　　印

　　　監　　事　　　                  　　　　印

監　　査　　報　　告

　　令和２年５月１８日に長野県土地開発公社理事長より提出された事業報告書、損益計算書、貸借対照表、財産目録、
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　　令和 ２ 年  ５月 １８ 日



　　長野県土地開発公社の平成３１年度事業報告並びに財務諸表は以上のとおりです。

令和 ２年  ５ 月 ２６ 日　議 決

　　　　　理 事 長　　　 池　　田　　秀　　幸
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